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研究要旨： 

研究の目的： 人口減少、少子高齢化という状況にあるわが国において、社会福祉分野での人材育成・確保は

喫緊の課題である。児童、高齢、障害という形で３つの領域が並び称されるが、少子高齢化で注目されている

児童、高齢領域と比較して、障害領域は我が事としての理解を得ることが難しい。しかし、今や障害者は行政

が把握しているだけでも100万人に届く勢いで、障害福祉サービスの予算額はここ10年で2倍以上に増加し

ている。福祉人材といった時に、高齢者の介護人材不足が大きく取り上げられるが、実は、障害福祉人材の不

足も深刻である。独立行政法人福祉医療機構の 2020 年度に実施した障害福祉サービス事業所等の人材確保

に関する調査では、約半数の法人が人材が充足していないと回答している 1)。  

 近年処遇改善加算などにより、待遇面での改善は進みつつあるが、高齢者への支援と比較すると、年齢層や

障害の幅が広く、対象が多様で、当事者主体の柔軟な支援提供が求められる。また、病気や障害によって異な

る知識や援助技術が求められる点で、専門性が高いという評価がある反面、より臨機応変な対応を求められる

ことによる負担感を感じる職員も少なくない。また、高齢者と障害者のサービスを比較した時に最も異なるの

は障害福祉サービスには、就労系のサービスが位置付けられている点である。多様な就労支援プログラムが展

開されている結果として、指導や支援のための職員もまた、多様化している。 

 そうした障害福祉領域の特性を踏まえ、本研究では、障害福祉人材の確保が困難な理由を明らかにするとと

もに、確保と定着を目的として以下の調査研究等を実施した。 

 まずひとつとして、福祉人材の確保が困難な現状を探るために、初年度は大学生を中心とした若者層を対象

としたアンケートを実施し、今年度は障害福祉事業を運営する法人を対象としたオンライン調査を実施した。

二つ目の調査として、初年度は先駆的に取り組んできた障害福祉サービス事業所へのヒアリング、今年度は社

会福祉系の学部に所属する学生たちを対象としたグループインタビューを実施した。三つ目の調査として、他

業種から障害福祉領域への転職ニーズに基づいた調査研究を行った。令和 2 年度の障害者総合福祉推進事業

「潜在的福祉人材に関する調査研究」において実施した企業等から障害者福祉の現場へ転職した1000人以上

を対象とした調査結果から、一定数の転職ニーズがあることが確認できていることから、本研究では潜在的な

転職希望者の福祉業界への転職に向けた準備・再教育のための提案を行うことを目的とした。 

 

研究方法・結果の概要：  

１． 実態把握のためのオンライン調査 

1.1 大学生を対象としたオンライン調査 

 大学生を対象としたオンライン調査については、人材確保が困難な原因について、約 500 名の大学生を対

象とし、オンライン調査会社に委託して実施した。回答者は、オンライン調査会社のパネルに登録し、社会福

祉領域の学部・学科、保育領域の学部・学科、看護領域の学部・学科やその他の関連するリハビリテーション

領域の学部・学科に所属する、学部 2 年生あるいは 3 年生であった。調査の結果、有効回答が得られた 472
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名のうち、約200名が福系学領域の回答者であり、47名が就職・進路先として障害福祉分野を希望していた。

志望理由として、「人や社会の役に立ちたいから」「社会的なハンデを持つ方に関心があるから」が支持される

傾向にあった。就職・進路として福祉領域を選択しない理由については、「他によい仕事があるから」「給与等

の収入が多くないから」と回答した学生が多く、障害福祉分野を選択する理由と選択しない理由についての輪

郭を明らかにすることができた。 

1.2 障害福祉事業を運営する法人を対象としたオンライン調査 

 障害福祉領域の事業者を対象とした調査に関しては、障害者総合支援法下の事業の中で、生活介護、共同生

活援助、就労継続B型のいずれかの事業の運営法人（2000法人を無作為に抽出）を対象としたオンライン横

断調査として実施した。その結果、537法人が法人調査票に回答した（有効回収率：26.9%）。また、160法人

が新入職員（n=501）のデータを入力し、142法人が退職職員（n=365）のデータを入力した。新入職員のう

ち、新卒者は57名（11.4%）であり、転職者は444名（88.6%）であった。新卒者の約3割が福祉系学部・

学科の大学の卒業生であり、約半数が有資格者であった。転職者では、前職が障害福祉系の事業所職員（29.3%）

と福祉・医療以外の企業職員（27.3%）の者が多かった。また約4割が有資格者であった。退職者については、

3年未満で退職した者が全体の約6割を占めた。退職理由として、転職・進学（19.5%）と人間関係（18.3%）

と推測される者が多く、収入条件を理由とする者は少なかった（3.9%）。転職先として最も多い業界は、障害

福祉系（36.8%）であり、次いで福祉・医療以外の業界（29.1%）であった。 

2．実態把握のためのインタビュー調査 

2.1「魅力」の言語化および発信に向けた先駆的実践者へのインタビュー 

「魅力」の言語化および発信に向けた先駆的実践者へのインタビューについては、一般社団法人 FACE to 

FUKUSHI が運営するウェブサイト上で告知された福祉就職フェアの出展法人のうち、障害児・者福祉の支

援が事業内容として記載され、対象要件を満たす事業所をFACE to FUKUSHIによる推薦をもとに選定し、

調査協力の同意を得た18法人を調査協力機関とした。各機関において、福祉人材確保の取り組みや人材育成

等に関わっている代表者を対象とし、インタビュー調査を実施した。その結果、障害福祉の魅力・やりがいの

要素として17のカテゴリが抽出された。また、人材確保に関する取り組みとしては、ターゲット層に関する

要素として11カテゴリ、採用のためのチーム・体制づくりに関する要素としては6カテゴリ、多様なツール

の効果的な活用に関連する要素として 15 カテゴリ、採用活動で大切にしている視点や工夫として 10 カテゴ

リが抽出された。調査を通じて障害福祉に関する「魅力・やりがい」の要素が整理され、人材確保・人材育成

において先駆的な実践を行う法人の具体的な取り組みの実際や、効果的なツールの活用方法、人材確保に関す

る取り組みにおいて大切にしている視点や要素などが明らかになった。 

2.2 職業選択につながる「魅力」や人材確保のコンテンツの在り方に関する大学生へのインタビュー調査 

職業選択につながる「魅力」や人材確保のコンテンツの在り方に関する大学生へのインタビュー調査結果で

は、進路選択にあたって重視する要素や障害福祉領域で働く上での魅力ややりがいとしては、計 206 のコー

ドから 57 カテゴリが抽出され、進路選択にあたって魅力を感じるコンテンツの内容や方法については、計

133のコードから66のカテゴリが抽出された。調査結果から、進路選択において自分なりの興味関心・強み

などを発揮できる職場環境であるかと働きやすさが重要な視点となっていることが推察された。調査結果は

昨年度の先駆的な実践を行う法人の採用活動で大切にしている視点や工夫等として語られていた内容とも重

なるものであり、大学生の視点からも働きたいという思いを高めるものでもあることが示唆されるとともに、

本調査でさらに明らかになった大学生の視点での様々なツールやコンテンツのもつ良さや課題点を今後の障

害福祉領域全体での魅力発信においてつなげていくことが重要と示唆された。 

3. 他業種からの転職希望者など潜在的な福祉人材の確保に関する研究 

他業種からの転職希望者など潜在的な福祉人材の確保に関する研究においては、初年度、全国社会福祉協議

会『福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程テキスト初任者編』および日本知的障害者福祉協会「知的障害を

理解するための基礎講座」を参考にしながら、研修用冊子「企業等からの転職者ガイド（仮）」の素案を作成

した。また、いきなり福祉業界に入ることは抵抗がある場合が多いと考えられるため、40代～50代くらいか

らを対象に福祉業界や福祉の考え方を理解するための冊子を作成した。そうした冊子を活用しながら、実際に

福祉の仕事を体験してもらう取り組みが必要である。そこで、分担研究者の所属するNPO法人で活用してい

るものをもとに、「福祉ではたらく人のために（仮）」の素案を作成した。 

今年度は、初年度に障害福祉業界への転職を増やすには何が課題となっているのか、それを解決するにはど

のようなことが求められるのかという点について研究協力者を中心に議論した。その結果、一定数の転職ニー

ズはあるが、福祉業界に関する知識が十分に伝わっていない点、また、例えばセカンドキャリアとして企業か

らの転職を考えた場合、その仕組みや研修が用意されていない点などが課題として抽出された。そこで、全国

社会福祉協議会『福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程テキスト初任者編』および日本知的障害者福祉協会
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「知的障害を理解するための基礎講座」を参考にしながら、研修用冊子「企業等からの転職者ガイド（仮）」

の素案を作成した。また、他業種からいきなり福祉業界に入ることは抵抗がある場合が多いと考えられるた

め、40代～50代くらいからを対象に福祉業界や福祉の考え方を理解するための冊子も作成した。今年度は、

企業等に対するアプローチとして、高齢社員の就労先として障害福祉業界という選択肢があることを、どのよ

うに企業等に伝えればよいか、中高年層が障害福祉業界を転職先の選択肢とし、入職につなげるためには、ど

のようなアプローチが必要かという点を中心に 2 か所を対象にヒアリング調査を実施した。一般社団法人定

年後研究所へのヒアリングでは、企業外での研修や、副業・ボランティアといった「越境体験」が有効である

ことなどが語られた。企業の人事担当者へのヒアリングでは、社員が福祉の仕事に対して好意的なイメージを

あまり持っていないこと、近年の企業では出向や副業を推進していることなどが語られた。いきなり転職では

なく、副業やボランティアとしての越境体験を通してから転職するという方向性のほうが現実的かつ効果的

であると考えられた。そのための第一歩として、一般企業の中高年層等の社員を中心に障害福祉の仕事を知っ

てもらい、関心をもってもらうことが必要となる。ヒアリングで指摘があったとおり、副業者やボランティア

を募集する際には、現場での支援職以外にも多様な仕事があることなど業務内容をわかりやすい形で募集し

たり、福祉業界だからこそ得られるものをアピールするなどの工夫が引き続き求められているのである。 

 

結論： 

 調査結果から社会福祉学領域の学生の中に一定数、障害福祉分野を希望する学生がおり、人や社会の役に立

ちたいという気持ちや障害のある人への関心などが動機となっていることが明らかとなった。反面、障害福祉

分野を希望しない理由として、給与水準の低さと他の仕事への興味が上回っていることが挙げられていた。今

年度の学生を対象としたグループインタビューの結果から学生の進路選択については、自分なりの興味関心・

強みなどを発揮できる職場環境であるか、働きやすい職場であるかどうかが重要な視点となっていることが

推察された。また、障害福祉事業を運営する法人を対象としたアンケート調査結果では、新卒採用の比率は

11.4％と低く、前述した 独立行政法人福祉医療機構の調査でも新卒採用の比率は低く予定していた採用の 3

分の１程度にとどまっている。逆に伸びているのが他業種からの転職やほかの法人等からの転職である。障害

福祉サービス事業所においては新しい人材の多くが転職者であり、そこにはまだまだ潜在的なニーズがある

ことが推察される。しかし、他業種から福祉分野に転職するといった場合にもミスマッチを防いだり、やりが

いをもって働いてもらうためには、その仕組みを構築していく必要がある。実際に越境経験をしてもらった

り、副業という形での参画を促すなど、今以上に実態を知ってもらうための多様な取り組みの必要性と、啓発

のための資料作成が望まれる。また、新卒であれ、転職であれ、採用に結びついても、採用後3年未満の退職

者が多いという現実もある。厚生労働省の令和 3 年雇用動向調査結果によると医療・福祉分野の離職率は

14.4％となっている 2)。産業全体の平均が13.9％であり、離職率は他の分野と比較してもそう高いわけではな

いが、入職後1年未満、3年未満の離職率及び20歳代、30歳代の離職率が高いことが課題である。離職理由

として人間関係の問題、待遇などが挙げられていることから、離職を防止し、定着をはかっていくための新た

な仕組みづくりが重要な課題であると言える。本研究の成果に関しても、今後の障害福祉人材の確保や定着を

考える上での資料として活用いただければ幸いである。 
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Ａ．研究目的 

人口減少、少子高齢化という状況にあるわが国にお

いて、近年、社会福祉分野での人材育成・確保は喫緊

の課題である。 

平成26(2014)年には「地域における医療及び介護の

総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関

する法律」附帯決議において、「介護・障害福祉従事

者の人材確保と処遇改善並びに労働環境の整備に当た

っては、早期に検討を進め、財源を確保しつつ、幅広

い職種を対象にして実施するよう努めること」とされ

た。「介護・障害福祉従事者の人材確保のための介

護・障害福祉従事者の処遇改善に関する法律」及び同

法付帯決議より、処遇改善のための具体的な対策の検

討を行い、必要な措置を講じることが明文化された。

そして、同年厚生労働省において、福祉人材確保対策

検討会が立ち上がり、そのとりまとめにおいて、介護

人材、社会福祉士と横並びに障害福祉人材についても

取り上げられ、障害福祉人材確保の方向性として、

１．専門性の向上、2．障害福祉分野への理解促進と

多様な人材の参入促進、3．障害者の福祉・介護分野

への参画促進が掲げられたのである 3)。全国社会福祉

協議会においても、継続的に福祉人材の確保・育成・

定着への取り組みが行われており、令和 3（2021）年

にも「地域を支えるための福祉人材確保・育成・定着

のための取組方策 2021」が公表されている 4)。 

社会福祉の代表的な分類として、児童、高齢、障害

という形で３つの領域が並び称されるが、少子高齢化

で注目されている児童、高齢領域と比較して、障害領

域は我が事としての理解を得ることが難しい。しか

し、今や障害者は行政が把握しているだけでも100万

人に届く勢いで、障害福祉サービスの予算額はここ10

年で2倍以上に増加している。 

近年処遇改善加算などにより、待遇面での改善は進

みつつあるが、高齢者への支援と比較すると、年齢層

や障害の幅が広く、当事者主体の柔軟な支援提供が求

められる点や、病気や障害によって異なる知識や援助

技術が求められる点で、負担感を感じる職員も少なく

ない。また、高齢者と障害者のサービスを比較した時

に最も異なるのは障害福祉サービスには、就労系のサ

ービスが位置付けられている点である。多様な就労支

援プログラムが展開されている結果として、指導や支

援のための職員もまた、多様化している。 

そうした障害福祉領域の特性を踏まえつつ、本研究

は、障害福祉人材の確保が困難な理由を明らかにする

とともに、人材の確保と定着に資することを目的とし

て実施している。特に研究の初年度である令和

3(2021)年度には、3つの研究班において、障害福祉サ

ービス人材の確保に向けた実態把握に努めた。 

「大学生を対象としたオンライン調査」において

は、社会福祉およびその他の対人サービス領域を専攻

する大学生を対象として、障害福祉分野を志望する大

学生のキャリア志向性などの実態把握することを目的

として量的調査を実施した。 

「『魅力』の言語化および発信に向けた先駆的実践者

へのインタビュー」においては、障害福祉領域で働くこ

とを選択するうえでの動機となる「魅力ややりがい」を

言語化し、その魅力ややりがいを発信するための効果

的な方法を明らかにすることを目的とした。一般社団

法人 FACE to FUKUSHIが運営するウェブサイト上

で告知された福祉就職フェアの出展法人のうち、対象

要件を満たす法人をFACE to FUKUSHIによる推薦

をもとに選定し、その法人における取り組みや人材育

成等に関わっている代表者を対象とし、インタビュー

調査を実施した。 

「他業種からの転職希望者など潜在的な福祉人材の

確保に関する研究」においては、障害福祉サービスを提

供する施設等における人材不足が深刻になっている一

方で、改正高齢者雇用安定法により企業にとって70歳

までの就業確保が努力義務になったことを踏まえ、他

業種からの転職による福祉人材の確保について研究を

行った。具体的には、①障害福祉業界への転職を増やす

には何が課題となっており、それを解決するにはどの

ようなことが求められるか、②高齢社員の就労先とし

て障害福祉業界という選択肢があることを、どのよう

に企業等に伝えればよいか、③中高年層が障害福祉業

界を転職先の選択肢とし、入職につなげるためには、ど

のようなアプローチが必要かということに関して、明

らかにすることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 

1.1学生を対象としたオンライン調査 

本研究は、大学生を対象としたオンライン調査であ

り、ジャストリサーチサービス株式会社が調査主体と

なり、LINEリサーチのプラットフォームを利用して実

施した。調査期間は、2021年12月10日から16日であっ

た。 

調査対象者は、LINEリサーチの登録パネル中で、社

会福祉、看護、総合科学、人間科学、教育学など対人サ

ービスに関する学部・学科あるいはコースなどに所属

する大学生であった。潜在的調査対象者に対して、導入

基準および除外基準に関するスクリーニング調査を実

施した。具体的な導入基準は、①社会福祉領域の学部・
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学科（以下、福祉学領域）、保育領域の学部・学科（以

下、保育学領域）、看護領域の学部・学科（以下、看護

学領域）やその他の関連するリハビリテーション領域

の学部（以下、リハ学領域）に所属し、②かつ学部2回

生あるいは3回生であることであった。20歳未満である

こと、通信制や夜間のコースに通う大学生であること

を除外基準とし、導入基準に合致する者の中で、調査の

参加に同意した者が、本研究の回答者である。 

アンケートは、先行研究や全国社会福祉協議会の調査、

マイナビ、FACE to FUKUSHIの公表資料等を参照しつ

つ検討を加え、①先行している学問領域に関する質問を含

む基本属性、②進学した理由、③国家資格の受験希望、④

進路についての考え、希望する就労先や進路先、⑤就職先

を選択する際に大切にしている条件、⑥希望する進路の領

域とその理由、⑦社会福祉領域を希望する場合に、希望す

る分野（障害福祉、高齢者福祉、医療福祉など）、⑧障害福

分野を希望する場合に、その理由や希望する障害種別・支

援種別、⑨障害児・者ケアに関わった経験、⑩就職1年目

あるいは 40 歳になったときに希望する年収、⑪前学期の

成績や所属学部・学科の入学時の偏差値、⑫キャリアに関

する専門尺度が含まれていた。キャリアに関する専門尺度

については、Career Action-Vision Test（CAVT）を用い

た。統計解析は、χ2 検定や ANOVA などを適宜用いた。 

 

1.2 障害福祉事業を運営する法人を対象としたオン

ライン調査 

障害福祉事業を運営する法人を対象としたオンライ

ン調査については、障害者総合支援法下の事業の中

で、生活介護、共同生活援助、就労継続B型のいずれ

かの事業の運営法人を対象としたオンライン横断調査

として実施した。WAM NETから上記に該当する施設名

簿をダウンロードし、13,314法人を特定した。次に、

法人種別（社会福祉法人、非営利法人、営利法人）と

法人本部が所在する都道府県別で層別化し、2,000法

人の無作為抽出を実施した。調査票は、先行研究およ

び昨年度の当該研究班の報告書を参考に、研究班代表

者・分担者、協力者によるミーティングで作成した。

各法人における障害福祉事業所の職員の平均年齢や給

与水準、入職者数、退職者数などの項目で構成され、

入職者と退職者の調査票に関しては、直近10名分の

属性情報に関する項目で構成された。調査期間は、

2022年12月17日から2023年2月17日であった。 

 

2.1「魅力」の言語化および発信に向けた先駆的実践者

へのインタビュー 

本調査は、障害福祉の領域にて福祉人材確保や人材育成

にかんする「先駆的な実践」を行う機関を対象とした。研

究班の検討において、先駆的な実践を①福祉人材確保のた

めの努力・費用投資がされている、②職員に向けた人材育

成が行われている③地域における障害福祉の人材育成の

中核的存在となっている（国・都道府県・圏域・市町村等

の研修を主催・講師等で協力し、地域の福祉サービスの質

の向上に貢献している）とし、①～③のすべてを満たし、

それらの取り組みが様々な人材の確保や長期的な定着（入

職者が安定して確保されている、離職率が低いなど）につ

ながっている法人を研究対象の選定条件とした。選定の手

続きとして、一般社団法人 FACE to FUKUSHIが運営す

るウェブサイト上で告知されたイベント「2023 年新卒向

け福祉就職フェア FUKUSHI meets! 2023」の出展法人

一覧のウェブサイト上（https://fair.f2f.or.jp/company-list/）

に掲載された151法人のうち、障害児・者福祉の支援が事

業内容として記載され、前述した対象要件を満たす事業所

をFACE to FUKUSHI による推薦により39法人が選定

された。これらのうち、本調査への調査協力の同意書を得

た18法人が本研究の調査協力機関であった。 

調査期間は2022年2月28日～3月12日で、調査協力

機関にて福祉人材確保の取り組みや人材育成等に関わっ

ている代表者を対象とし、オンライン（WEB会議システ

ムのZoomを使用）を用いた半構造化インタビュー（個別

インタビュー）を実施した。 

調査協力者に対し、事前に「事前情報シート」に回答を

得、当日は事前情報シートの内の確認を行ったうえで、イ

ンタビューガイドをもとにデータを収集した。各対象者に

対するインタビューの所要時間は 53 分～124 分（平均

94.11分）であった。 

 

2.2 職業選択につながる「魅力」や人材確保のコンテ

ンツの在り方に関する大学生へのインタビュー調査 

職業選択につながる「魅力」や人材確保のコンテン

ツの在り方に関する大学生へのインタビュー調査にお

いては、障害福祉分野の機関・施設等を含めた業種に

て就職活動を行った経験のある（最終的な進路は問わ

ない）福祉系の学部・学科のある大学の大学4年生

（5大学：24名（1大学あたり4～6名）の学生を対象

とし、フォーカスグループインタビュー調査を実施し

た。 

 

3．他業種からの転職希望者など潜在的な福祉人材の確

保に関する研究 

障害福祉業界への転職を増やすには何が課題となっ

ており、その解決のために、令和2年度障害者総合福祉

推進事業「潜在的福祉人材に関する調査」（一般社団法

人スローコミュニケーション）で社会福祉法人等およ

び障害福祉業界への転職者を対象とした調査結果を参

考にしつつ、社会福祉法人の運営に携わっている者の

意見を聴取した。 

高齢社員の就労先として障害福祉業界という選択肢

があることを、企業にどのように企業等に伝えればよ

いかという点に関しては、企業での高齢社員の就業確
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保や退職準備セミナー等の取り組みの現状を理解し、

そこで活用できる研修用冊子の作成に着手した。 

また、中高年層が障害福祉業界を転職先の選択肢と

し、入職につなげるために必要なアプローチとしては、

中高年層の退職前後の動向等を各種調査から探りつつ、

障害福祉の仕事をわかりやすく紹介する冊子を作成す

ることとし、実際に仕事を体験した上で入職できるよ

うな仕組みや制度づくりの可能性を検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

本調査に関しては、早稲田大学人を対象とする研究

に関する倫理審査を受審している（No.2021-312）。 

 

Ｃ．研究結果 

1.1 大学生を対象としたオンライン調査 

（1）基本属性 

潜在的対象者は2,969名であり、そのうち1,836名が回

答し、基準に合致した者は502名であった。最終的に、472

名が本調査の参加に自発的に同意し、調査票に回答した。

各学問領域における回答者数は、福祉学領域208名、保育

学領域 132 名、看護学領域 104 名、リハビリテーション

学領域28名であった。なお、CAVTの回答者は432名で

あった。 

4 つの学問領域において回答者の約 90%が女性であっ

た。また、2年生と3年生の割合は概ね半数ずつであった。

進路領域について、看護学領域、保育学領域では約90%以

上が保育や教育を希望し、リハビリテーション学領域でも

約80%がリハビリテーション系や看護を希望していた。他

方、福祉学領域では、障害福祉分野以外の福祉分野を希望

する回答者が約 40%、続いて障害福祉分野が約 20%であ

った。なお、回答者全体で、障害福祉分野を就職・進路希

望とするものは47名であった。 

 

（2）進学理由と国家試験 

進学理由については、「大学で学ぶ内容に対する関心か

ら」「大学で勉強する内容の職業に就きたい」「国家資格を

取得したかったから」の3項目について、多くのグループ

で 60-70%以上の支持を得ていた。ただし、一般企業等で

の就職希望を持つグループでは、「大学で学ぶ内容に対す

る関心から」（44.7%）「自分の学力に合っていたから」

（34.2%）の項目が比較的高く、国家試験受験については、

障害福祉（61.7%）、他の福祉（71.4%）、看護（72.7%）、

リハ系（85.0%）の回答者が希望する傾向にあった。 

 

（3） キャリアと就職先の選択理由 

CAVTで測定したキャリア意識について、ANOVAの結

果、各グループの得点に有意差はなかった。就職の際に大

切にする条件に関しては、「給与や手当の充実している職

場」が、就職・進路として保育を希望するグループ以外で

上位に位置した。障害福祉グループの回答者においては、

特に「社会的なハンデを持つ方に関心があるから」がその

理由として支持される傾向にあった（55.3%）。障害福祉、

他の福祉グループ以外の回答者を対象に、就職・進路とし

て福祉領域を選択しない理由を問うた結果、全グループに

おいて、「他によい仕事があるから」「給与等の収入が多く

ないから」の2項目が理由として多くの支持を集める項目

となった。 

福祉領域を進路希望する大学生における希望の福祉分

野として回答が多かった分野は、児童福祉および地域福祉

であった。障害福祉分野を希望分野とした 47 名のうち、

第1希望としていた回答者は36.2%であった。また、希望

するサービス種別は、相談支援が最多であった（53.2%）。 

 

（4）障害児・者ケアの経験と実習の経験 

未決定グループを除き、40%以上が障害児・者ケアの経

験を有していた。障害児・者のケアへの経験に関してグル

ープ間の差はなかった。障害福祉グループの回答者が当該

分野に関心を持つきっかけとなったこととして、「資格・

国家試験の受験資格に関係する実習」（38.5%）が最も多く、

次いで「家族や知人のケア」（26.9%）であった。また、関

心を失うきかっけとなった機会については、「あてはまる

ものはない」が最も多かった（74.3%）。 

 

5. 希望する収入と学業成績等 

各グループで 1 年目の希望年収として最も多かった項

目は、「200万円以上～400万円未満」と「400万円以上～

600万円未満」であり、有意差はなかった。同様に、40歳

時の希望収入はグループ間の有意差はなく、「400 万円以

上～600 万円未満」「600 万円以上～800 万円未満」が回

答の多い項目であった。 

回答者の前学期の成績については、A 以上の評価が約

70%以上とする回答者が、障害福祉、他の福祉、保育、看

護、教育で多い傾向にあったが、その差に有意差はなかっ

た（χ2=57.988, p=0.051）。他方、入学時の偏差値につい

て、グループ間で差があった（χ2=93.5297, p=0.001）。看

護、教育、一般企業等のグループで、国公立と私立の双方

で偏差値 55 以上の回答者が多い傾向にあった。障害福祉

で最も多い項目は私立大学で偏差値 50 未満が最も多かっ

た（36.2%）。 

 

1.2 障害福祉事業を運営する法人を対象としたオン

ライン調査 

法人全体の調査において、537法人のうち、163法人が

人口10万人未満の地域（以下、小規模都市）に所在して

おり、374法人が人口10万人以上の地域（以下、中大規

模都市）で運営されていた。両群において、正規職員の

新入職員と退職職員の平均はそれぞれ約2名であった。

小規模都市と比較し、中大規模都市は、営利企業の法人
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が有意に多かった（小規模19.0%・中大規模2.7%, χ2=

13.458, p<0.001）。また、小規模都市では、中大規模都

市よりも50代以降の職員が占める割合が高く（例；51-

55歳：小規模24.5%・中大規模15.5%, Fisher's exact 

test p= 0.040）、勤務年数が長い職員の割合も大きか

った（例；11年以上：小規模14.0%・中大規模8.8%,χ2

=11.246, p=0.010）。次に、新入職員に関する調査を要

約する。対象者全体の約70%が女性であり、中大規模都

市と比較し、小規模都市では女性の割合が高く（小規模

76.1%・中大規模65.7%, χ2=5.000, p=0.025）、10-20

代の割合（小規模16.9%・中大規模25.5%, χ2=12.182,

 p=0.016）と非正規雇用の割合（小規模41.6%・中大規

模53.8%, χ2=5.954, p=0.015）が少なかった。両群に

おいて、新入職員における新卒割合は約10%であった。

新入社員が就職した法人を知ったきっかけとして割合

が多かったものは、両群とも「ハローワーク等公的機関

の利用」（小規模36.6%・中大規模27.1%）、「知人の紹介

やスカウト」（小規模35.9%・中大規模26.4%）であった

が、小規模都市においては、これらがより顕著であった

（χ2=27.966, p=0.002）。新入職員において国家資格

を持たない者の割合は、特に中大規模都市で大きかっ

た（小規模48.6%・中大規模60.2%, χ2=5.427, p=0.02

0）。最後に退職職員に関する調査の要約をする。小規模

都市と比較し、中大規模都市では若い年代で退職する

者の割合が多く（例；10-20代：小規模11.3%・中大規模

18.9%, 30代：小規模7.2%・中大規模18.4%, χ2=12.34

0, p=0.030）、勤務年数が短かった（1年未満：小規模2

2.7%・中大規模31.2%, 1年以上-3年未満：小規模26.8%・

中大規模35.3%, χ2=11.759, p=0.019）。両群において、

退職理由として多かったのは、「転職・進学」（小規模2

2.2%・中大規模20.6%）と「人間関係」（小規模14.4%・

中大規模20.1%）であったが、両群に有意な差はなかっ

た。小規模都市においては、「結婚・出産・育児・介護」

（小規模16.7%・中大規模8.3%, χ2=4.482, p=0.034）

と「高齢」（小規模8.9%・中大規模1.6%, Fisher's exa

ct test p=0.005)を理由として退職する者が有意に多

かった。転職先については、両群で「障害福祉系の業界」

（小規模30.8%・中大規模38.8%）、「福祉・医療以外の業

界」（小規模19.2%・中大規模32.9%）に転職する者の割

合が高かった。小規模都市においては、障害以外の福祉

業界に転職する者の割合も高かった（小規模19.2%・中

大規模8.2%）。ただし、転職先の割合に群間の有意差は

なかった。 

 

2．1 「魅力」の言語化および発信に向けた先駆的実践

者へのインタビュー 

（1）事前情報シート 

1)調査協力者の基本属性 

 調査協力者は、年齢は平均45.6歳（SD±12.9）、男性が

72.2％であった。保健医療福祉の支援現場での経験年数は

平均9.98年（SD±12.49）、障害福祉分野での勤務年数は

平均 14.91 年（SD±10.84）、現在の職場での勤務年数は

平均15.51年（SD±7.05）であった。 

立場（複数回答可）としては、理事長が3名（16.7％）、

施設長が 3 名（16.7％）、人事担当者が 13 名（72.2％）、

サービス管理責任者が2名（11.1％）、その他が5名（27.8％）

であった。保有している国家資格（複数回答可）としては、

社会福祉士が6名（33.3％）、介護福祉士が5名（27.8％）、

保育士（11.1％）であり、精神保健福祉士は0名であった。

いずれの国家資格も持っていないと答えた者は 6 名

（33.3％）であった。 

 

（2）調査協力法人の状況 

 調査協力法人の事業数は平均 23.39 事業所（SD±

14.69）、利用者数は平均555.00名（SD±444.08）であっ

た。利用者の主な障害種別（複数回答可）としては、身体

障害を対象としている法人は12法人（66.7％）、知的障害

が16法人（88.9％）、精神障害が12法人（66.7％）、発達

障害が14法人（77.8％）であった。 

 職員数は平均387.00名（SD±229.54）であり、そのう

ちの常勤職員数は平均235.33名（SD±152.05）であった。

福祉関係の資格保有者別の内訳としては、社会福祉士（常

勤）が平均27.88名（SD±23.62）、社会福祉士（非常勤）

が平均2.18名（SD±2.57）、精神保健福祉士（常勤）が平

均7.76（SD±8.18）、精神保健福祉士（非常勤）が平均0.71

名（SD±1.36）、介護福祉士（常勤）が平均56.71名（SD

±48.92）、介護福祉士（非常勤）が平均 10.77 名（SD±

14.75）であった。 

 調査協力法人における 2020 年度（2020 年 4 月 1 日～

2021 年 3 月 31 日）の 1 年間の新卒者の入職者数は平均

11.89名（SD±7.83）であり、新卒者の入職者のうち福祉

関係の資格保有者は平均 6.17 名（SD±5.80）、中でも介

護福祉士の新卒者の入職者の資格保有者の割合としては

平均48.08％（SD±33.48）であった。また、新卒者以外

の入職者は平均 31.06 名（SD±38.19）、新卒者以外の入

職者のうち福祉関係の資格保有者は平均 4.78 人（SD±

6.01）、新卒者以外の入職者の資格保有者の割合としては

平均24.16％（SD±26.44）であった。 

調査協力法人における2020年度の1年間の退職者数は

平均35.22名（SD±28.39）、休職者数は平均11.17名（SD

±11.81）、復職者数は平均5.72名（SD±6.72）であった。 

 

（3）福祉人材確保の取り組みの実施状況 

 調査協力法人における福祉人材の確保の取り組みとし

て行っていること（複数回答可）としては、合同説明会へ

の出展が 18 法人（100％）、ホームページが 17 法人

（94.44％）、就活サイト・アプリの活用が 17 法人

（94.44％）、インターンの実施が 16 法人（88.89％）、動
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画コンテンツの作成が13法人（72.22％）であった。 

 人材確保に関する費用投資の状況としては、平均

37,174,611.11円（SD±112,779,155.40）であり、法人の

年間総予算のうちの福祉人材確保のための費用の割合は、

23.12％（SD±36.00）であった。人事担当の専任職員が

「いる」と回答した法人は、11 法人（61.11％）であり、

専任職員のいる法人における人事担当の専任職員数は平

均2.27、名（SD±1.42）となっている。 

 

（4）人材育成（人材定着）の取り組みの状況 

 職員の人材育成（人材定着）の取り組みとして、18法人

すべての法人において、法人内での研修会・事例検討会・

勉強会を行っているとの回答であった。1年間あたりの開

催頻度としては平均16.23回（SD±14.08）であり、年間

のべ参加者数は平均 423.94 名（SD±455.83）であった。

なお、外部講師の活用をしている法人は15法人（83.33％）

であった。スーパービジョンについては、14法人（77.77％）

の法人にて実施していると回答があった。 

 

（6）地域社会の福祉サービスの質の向上のための取り組

みの状況 

調査協力法人における地域社会の福祉サービスの質の

向上のための取り組みとしては、国の事業・研究班への分

担・協力は 7 法人（38.9％）、全国的な研修会等の主催・

共催は 7 法人（38.9％）、全国的な研修会等の講師として

の協力は10法人（55.6％）、都道府県の研修会等の主催・

共催は 8 法人（44.4％）、都道府県の研修会等の講師とし

て協力は14法人（77.7％）、市町村の研修会等の主催・共

催は 9 法人（50.0％）、市町村の研修会等の講師として協

力は13法人（72.2％）であった。 

 

２．インタビュー調査 

インタビュー調査におけるデータの分析結果から、障害

福祉の魅力・やりがいの要素として、【人の人生にどっぷ

りと関われる】、【使命感・責任感が得られる】、【利用者と

ともに同じ時間を共有できる】などの 17 のカテゴリが抽

出された。人材確保のターゲット層に関する要素としては、

【新卒者を中心とした採用に力を入れる】【新卒者は長く

経験を積み重ねていける】、【新卒者を育てていきたい】な

どの 11 カテゴリ、また、採用のためのチーム・体制づく

りに関する要素としては、【採用のためのプロジェクトチ

ームを組む】、【若手職員の活用が効果的】、【職員が採用に

向けた活動に携わることが人材育成にもつながる】などの

6カテゴリが抽出された。さらに、多様なツールの効果的

な活用に関連する要素としては、【就活サイト・就職フェ

アの活用】、【SNSでの発信・つながりづくり】、などの15

カテゴリが、加えて、採用活動で大切にしている視点や工

夫として、【学生一人一人と個別で寄り添う】、【学生の目

線に合わせること】、【直接話をすることで伝わるものがあ

る】などの10カテゴリが抽出された。 

 

2.2 職業選択につながる「魅力」や人材確保のコンテン

ツの在り方に関する大学生へのインタビュー調査  

（1）調査協力者の基本属性 

調査協力者（25名）は、男性2名（8.0％）・女性23名

（92.0％）であり、受験予定の資格は、社会福祉士は25名

（100％）、精神保健福祉士は10名（40.0％）、介護福祉士

は1名（4.0％）、保育士は3名（12.0％）であった。イン

タビューの実施時点での進路状況としては、進路決定者が

23 名（92.0％）、就職活動中の者が 2 名（8.0％）であっ

た。進路決定者のうち、障害福祉関連の法人・事業所等へ

の就職予定の者は 14 名（56.0％）で、対象者のうち、社

会福祉士相談援助実習を「障害福祉領域」にて経験した者

は9名（36.0％）であった。 

 

（2）進路選択にあたって重視する要素や障害福祉領域で

働く上での魅力ややりがい 

進路選択にあたって重視する要素や障害福祉領域で働

く上での魅力ややりがいに関する対象者自身の考え〔質問

項目：③-1、③-2〕としては、計 206 のコードから 57 カ

テゴリが抽出された。 

まず、前年度に実施した先駆的な実践者へのインタビュ

ー調査 3)にて抽出されたカテゴリをもとにした関心の状

況としては、17のカテゴリのうち【人の人生にどっぷりと

関われる(1コード)】【利用者の変化や成長を直接感じられ

る（8コード）】【利用者の思いが発掘されていく過程に関

われる（1コード）】【ニーズを抱えた利用者の力になれる

（3 コード）】【さまざまな人とのつながりが生まれる（5

コード）】【多様で公式がないからこその面白みや深みがあ

る（17コード）】【自由でクリエイティブな仕事である（10

コード）】【利用者に力づけられる（9コード）】【自分自身

の成長や変化がある（8コード）】【障害者との関わりから

社会の問題に向き合える（5コード）】【社会を動かし変え

ていく力になれる（5コード）】の11カテゴリに対する語

りがあり、【すべて当てはまるように感じる（1 コード）】

との語りもあった。 

進路選択にあたって重視する要素や障害福祉領域で働

く上での魅力ややりがいとして実践者のカテゴリ以外の

内容としては、91のコードから、【利用者と一対一でじっ

くり向き合える】【自分が役に立てていることを感じられ

る】【自分が楽しいと思えることがある】【自分がやりたい

ことがある】【企業や法人の考え方や意識に共感できる】

【障害分野に特化して関われる】【障害に特化せず幅広く

経験できる】【規模が大きな法人は安心感がある】【障害者

の相談支援に関われる】【効果的なプログラムを実施して

いる】【地域に開かれている】【資格を活かした働き方がで

きる】【大学での学びや経験を活かせる】【自分のやりたい

ことを理解してくれている】【自分にしかできないもので
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あること】【意思決定ができるところに関われる】【職員と

利用者との関係性が対等で良好である】【職員の様子から

働きやすさを感じる】【職員間の関係性がよい】【職場全体

でケースを分かち合っている】【この人に教わりたいと思

える職員がいる】【給料や待遇面で守ってくれるものがあ

る】【働きながらサポートがある】【施設までのアクセスが

よい】の24カテゴリが抽出された。 

反面、進路選択にあたって躊躇した要素としては、43の

コードから【施設の在り方に疑問を感じる】【職員同士が

ぎすぎすしている】【職員の支援に疑問を感じる】【周囲の

人の障害福祉のイメージに戸惑う】【キャリアの面で不安

を感じる】【待遇面で躊躇する】【アクセスの悪さに躊躇す

る】【運転免許が必須になっている】【情報が少なく中身が

見えづらい】【自分ではなくてもできることのように感じ

る】【長く働いてほしい思いが前面だと圧に感じる】【障害

分野で働くことに自信がない】の 12 カテゴリが抽出され

た。 

 

（3）進路選択にあたって魅力を感じるツールやコンテン

ツの内容や方法 

進路選択にあたって魅力を感じるコンテンツの内容や

方法については、計133のコードから66のカテゴリが抽

出された。 

インタビューにおけるデータの分析から、進路選択にあ

たって活用したコンテンツやツールとしては、大学や実

習・バイト先等からの情報収集、就活のアプリ・サイトで

の情報収集、就職フェア・合同説明会への参加、WEBサ

イトや SNS などの情報収集、施設や法人での説明会・施

設見学・インターンや人事担当者などの要素が挙げられて

いた。 

大学に関する要素としては、19 のコードから【大学教

員から情報をもらう】【授業で紹介された職場に行きたい

と思う】【働いている大学の先輩から情報をもらう】【大学

の求人情報をきっかけに動く】【大学の説明会で出会う】

【大学の就活サポートセンターで助言をもらう】【大学内

に情報がない】の 7 カテゴリが、実習に関しては、15 の

コードから【実習はわかりやすく安心材料になる】【実習

でやりがいを感じる】【実習を通じて自分の適性を見極め

る】【実習先で働きたいと思う】【実習先から誘われる】の

5カテゴリが、ボランティア・アルバイトに関しては、5コ

ードから【ボランティアの経験から障害福祉に興味をもつ】

【ボランティアでの経験から判断する】【ボランティアの

経験から就活につながる】【バイト先に誘ってもらう】の3

カテゴリが抽出された。 

就活のアプリ・サイトに関しては、13のコードから【ア

プリの特性で使い分けながら情報収集する】【アプリに使

いづらさを感じる】の2カテゴリがあり、就職フェア・合

同説明会に関しては、24のコードから【就職フェアは手探

りな中での１つの手段】【就活前の段階での声掛けが強く

意識に残る】【オンラインは気軽に参加して質問できると

よい】【オンラインのフェアでは情報が限られる】【オンラ

インで答えられなかった質問にも回答してくれる】【働い

ている人の声が参考になる】【対面だと職場をイメージし

やすい】【勤務地の情報を詳しく教えてほしい】【担当者に

ぐいぐい来られると引いてしまう】の9カテゴリが抽出さ

れた。 

WEBサイトについては、23のコードから【ホームペー

ジの情報から見極める】【ホームページの情報から働きた

いなと思う】【働いている人の声が参考になる】【見やすさ

や視覚的な印象も大切】【WEB上の動画は効果的】【情報

が多いと安心できる】【サイトはきれいなところしか見え

ない】の7カテゴリが、SNSについては15のコードから

【SNS は気軽に見れる】【SNS は見せる強制力がある】

【SNSから興味が湧く】【SNS上の写真や動画は効果的】

【Twitterは法人の中身が見えやすい】【Twitterはわかり

やすい情報を得られる】【SNSは使っていない】の7カテ

ゴリが抽出された。 

施設での説明会や施設見学に関しては、36 のコードか

ら【説明会でより細かな情報を得られる】【現場を見ると

職場の雰囲気がわかりやすい】【ワークを通して自分が働

いている姿がイメージできる】【参加しての自分の印象を

手掛かりにする】【身近な職員と話ができることは重要】

【細かな賃金についての情報も伝えてもらえると安心す

る】【リアルな現場の様子を知りたい】【いろいろな立場の

人から話が聞けるとよりよい】【人事担当者には聞きづら

い部分もある】【人事担当者と職員との関係性も判断材料

とする】【利用者の様子も見れるとわかりやすい】【オンラ

インも参加しやすさがある】【オンライン・対面の両方の

選択肢があるとよい】【遠方でも交通費を出してもらえる

と参加しやすい】の 14 カテゴリが、インターンに関して

は5コードから【インターンを通じてやってみたいと思う】

【インターンで自分の思いとギャップを見極める】【イン

ターンの情報がより具体的だと安心】の3カテゴリが、人

事担当者に関しては7コードから【人事担当者の丁寧なや

りとりに安心する】【人事担当者が親しみやすくて質問し

やすい】【人事担当者が自分の苦労に配慮してくれたこと

は大きい】【人事担当者が自分の意思を尊重してくれたこ

とは大きい】の4カテゴリが、採用面接に関しては8コー

ドから【堅い感じの面接でなくてありがたい】【面接での

雰囲気が安心材料となる】【面接で自分に合うかのすりあ

わせができる】【面接で施設長と話ができることは大きい】

【オンライン・対面の両方の選択肢があるとよい】の5カ

テゴリが抽出された。 

 

 

 

3．他業種からの転職希望者など潜在的な福祉人材の確

保に関する研究 
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（1）障害福祉業界の課題 

令和 2 年度障害者総合福祉推進事業「潜在的福祉人

材に関する調査」（一般社団法人スローコミュニケーシ

ョン）においては、福祉事業所等を対象としたアンケー

ト調査の中で、転職者を雇用する際に支障となること

を尋ねた結果、「賃金が低い」（50.8％）、「福祉について

知識やスキルが足りない（研修の機会が少ない）」

（49.8％）、「夜間勤務がある」（45.8％）であった。 

本研究において社会福祉法人の運営に携わっている

研究協力者にヒアリングを実施した結果、「賃金」や「知

識・スキル」については配慮し改善を試みているものの、

やはり「夜間勤務」は人手を確保する上で課題になって

いるということであった。また、もう１つ課題として、

「福祉の仕事を一般に伝えきれていない」という課題

も挙がった。 

（2）企業等に対するアプローチ 

一般社団法人定年後研究所（2020）「定年後研究所・

ニッセイ基礎研究所 共同報告 企業と中高年社員の

「新しい関係」構築に向けて 報告書」3)では、「所属し

ている企業・団体などで、退職後のセカンドキャリアづ

くりに向けた研修や支援制度があるか」という質問に

対して「ある」と回答したのは 40～69 歳の現役層で

2.5％、60～74歳のリタイア層で8.3％にとどまること

が報告されている。 

本研究では、全国社会福祉協議会『福祉職員キャリア

パス対応生涯研修課程テキスト初任者編』6)および日本

知的障害者福祉協会「知的障害を理解するための基礎

講座」７)を参考にしながら、研修用冊子「企業等からの

転職者ガイド（仮）」の素案を作成した。 

（3）中高年層に対するアプローチ 

内閣府（2019）『令和元年版 子供・若者白書』8)に

よると、「初めてひきこもりの状態になった年齢」は「60

歳～64 歳」が 17.0％を占めて最も多く、「ひきこもり

の状態になったきっかけ」として最も多く挙げられた

のは「退職したこと」であった。 

本研究では、障害福祉業界への転職を、退職後のネッ

トワークづくりの一つにも位置付け、福祉業界の実際

を理解してもらうための冊子の作成を試みた。分担研

究者の所属する NPO 法人で活用しているものをもと

にしながら、「福祉ではたらく人のために（仮）」の素案

を作成した。 

次に今年度実施したヒアリング結果を以下にまとめ

る。 

 ＜ヒアリング１＞ 

一般社団法人定年後研究所の池口武志所長、木本国広

理事にヒアリングを行った。 

企業が行う研修としては「定年までどのように働くか」

を考えるものがメインだとのことであった。転職を想

定した企業向けの研修を実施することに関しては、①

研修を実施していない企業もあるし、あっても管理職

は対象外だったりすること、②企業側から提供された

研修だと、気が進まないまま参加する社員も一定数い

ること、③早期退職や転職を促す研修は社員側に拒否

感がある、④人手不足の企業だと、企業側にも転職を想

定した研修は拒否感があるということであった。 

企業外での研修の可能性については、「東京都セカンド

キャリア塾」や大学のプログラムなど、50代・60代な

どを対象としたものに福祉分野の講義を入れてもらう

というのも一つの方法として考えられる。 

また、必ずしも「転職」という形ではなく、副業やプロ

ボノを通した「越境体験」をする人も多い。本業は週4

日勤務として週のうち 1 日はボランティアに費やす人

や、中小企業やスタートアップ企業に週 2 日ほど個人

事業主として顧問登録する人もいる。実際にNPOに出

向した人らへのインタビューでは、「世の中の見方が変

わった」「自分の道が見つかった」という思いを持つ人

もいた。企業としても、越境体験が社員のプラスになる

という方向性で考えているとのことであった。 

＜ヒアリング２＞ 

一般社団法人定年後研究所から紹介を受け、大手企業

の人事担当者2名にヒアリングを行った。 

企業に勤務している人の多くは、福祉の仕事のイメー

ジをほとんど持っていないか、あったとしても「大変そ

う」というイメージをもっているとのことで、福祉の中

で「こういう仕事をする」というのが見えることが重要

だという。特に、現場で支援に携わる仕事以外も含んで

いるのであれば、福祉側で募集するときには、福祉とい

うことを必要以上に前面に出さないほうが集まりやす

いかもしれない。 

役職定年を迎えた人などでも「何も考えてこなかった」

という人が多い。いちばん時間がつくりやすいのはア

フターファイブか土日で、副業であれば土曜日に週1回

といった形だと実行しやすい。たとえ給料がお小遣い

程度であっても、本業以外で報酬をもらえること自体

が喜びにつながるという。 

つまり企業の考えとしては、「越境」や「プロボノ」な

どの言葉が飛び交っているように、突然にシニアを迎

えるのではなく、企業としてももっと早くに社員に意

識を持ってもらわないという気持ちはある。そのため、

出向も副業についても、近年では企業側が積極的に推

進している面がある。しかし、それらは企業に対する求

職者の評価にもつながっているので。「誰もやっていな

い」という状態だと困る。特に出向先等が福祉業界であ

れば、「社員を積極的に福祉業界に送っています」とい

ったことが企業のアピールにもなる。福祉側が企業に

売り込むというのも一つの方法だと思う。 

 

D．考察及び結論 
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1.1 大学生を対象としたオンライン調査 

本分担班は、障害福祉分野を志望する大学生のキャリア

志向性などの実態把握することを主たる目的とし、福祉学

領域や保育学領域、看護学領域、リハ学領域の大学生を対

象としたオンライン調査を実施したが、障害福祉分野を希

望する回答者とそうでない回答者の相違点に焦点を当て

て考察をする。 

障害福祉分野を希望する回答者は、他の進路希望を持つ

回答者同様に、大学で学ぶ内容卒業後の就職先・国家資格

の取得希望を持って、大学を決めていた。通学する大学の

入学時の偏差値については、看護を志望する回答者にはば

らつきがあったのに対して、障害福祉分野を志望する回答

者ではばらつきが少なかった。偏差値は一つの指標にすぎ

ないが、多様性が乏しい状況にあると考えられる。 

全般的なキャリアに関する態度についてはグループ間

の大きな変化は見られなかった。多くのグループで給与や

人間関係が就職の際に重要視されていた結果は、対人サー

ビスの資格種別などでキャリア意識が大きくかわらない

ことを示唆している。また、福祉学領域や保育学領域、看

護学領域など各領域を選択した理由は、資格などを活かす、

働きがい、人や社会への貢献が回答の多い傾向にあった。

障害福祉分野を志望する回答者では、社会的なハンデを持

つ方に関心があるからという理由を持つ者が多かった。 

回答者の希望する給与水準については、グループ間で差

はなかったが、福祉領域以外を就職・進路先とした回答者

が、福祉領域を選択しない理由は、他の仕事への魅力と給

与水準であり、キャリアプランと収入は福祉人材の確保に

重要な要因の一つであると考えられる。 

 

1.2 障害福祉事業所を運営する法人を対象としたオ

ンライン調査 

 本分担班は、障害福祉サービスにおける人材の流入出状

況に関する実態を調べることを主たる目的として、障害福

祉事業所を運営する法人を対象にオンライン調査を実施

した。調査および分析の結果、人口規模と関係する法人・

個人の特徴や人口規模と関係しない特徴の双方が示され

た。 

調査に参加した法人の特徴を見ると、中大規模都市では、

営利法人、非正規雇用、若い年代の職員が多く、勤続年数

が短い傾向にあった。加えて、小規模都市では、知的障害

者を主たる支援対象とする法人や施設入所を併設する法

人が多かった。これらの特徴は、互いに関連している傾向

があり、潜在的利用者人口の多い都市部において、障害者

総合支援法以降に設立した営利法人が多いと予想され、そ

れゆえ勤続年数の短い傾向が示された可能性が考えられ

る。また、若い年齢層が少ないことは、地方の少子化など

も影響していると思われる。新入職員の調査結果において

も法人調査同様に、新入職員の調査でも小規模都市では若

い年齢層（特に10-20代）の割合が少なく、正規雇用が多

かった。また女性の割合が多かった。本研究の結果では、

都市規模に関係なく、障害福祉事業所の新入職員は転職者

が多いことを示していたが、小規模都市では 30 代以上の

人あるいは女性が転職を考える際に障害福祉事業所が選

択肢になりやすい可能性がある。また、小規模都市におい

ては、就職した法人を知ったきっかけが「紹介やスカウト」、

「ハローワーク等公的機関」の2つが特に顕著となってい

た。逆に、中大規模都市では若い年齢層の新入職員が多く、

多様な情報媒体を用いて求人を行っていることが多いこ

とが予想され、相対的に「紹介やスカウト」、「ハローワー

ク等公的機関」を情報源とする割合が少なかったとも考え

られる。 

また、新入職員の結果全体から、新入職員の中で、新卒

者や資格保有者の割合が少ないことが明らかになった。社

会福祉系大学への入学者の減少や障害福祉を選択する学

生が少ないことも、この結果と関連していると想定される。

大学で専門的知識を学んだ者や資格保有者は、サービスの

質の維持・向上に貢献することが期待される人材である。

それらの人材が不足している現状は、業界全体の大きな課

題といえるであろう。 

退職職員については、中大規模都市で若い年齢層や非正

規雇用が多く、勤務年数が短い傾向にあった。中大規模都

市では、他の産業や福祉事業所なども多く、また一般に若

い世代は転職が容易であることが、結果に関連しているか

もしれない。また、退職理由として、最も多かったのは、

「人間関係」と「転職・進学」であり、給与を含めた待遇

面について理由として退職した者は少なかった。人間関係

については、介護や保育領域でも離職の大きな原因とされ

ており、中大規模都市では退職職員の約40%が障害福祉系

の業界に転職していた。今後、より厳密な研究によって、

今後さらなる原因解明が進むことが期待される。 

 

2．1 「魅力」の言語化および発信に向けた先駆的実践

者へのインタビュー 

 本調査の協力機関の特徴としては、大規模な法人が多く

含まれること、年間の入職者の半数以上が新卒者の採用で

あり、新卒者のうちの資格保有者は平均5割弱を占めるこ

とが確認された。また、年間の入職者数に比べ、退職者・

休職者数の平均値は3倍以上であり、長期的に定着できる

人材が求められる状況があることが推察される。福祉人材

確保のための取り組みとしては、大半の法人がホームペー

ジ、就活サイト・アプリの活用を行っており、インターン

の実施や動画の作成についても多くの法人にて行われて

いた。人材確保に関する費用投資の額としては、法人によ

る差が大きく、法人規模の違い等にも大きく影響されてい

るものと推察される。法人における年間の総予算のうち人

材確保の費用は平均で2割強であり、多くは人件費や広告

費での費用が占めていることも確認された。 

 さらに、人材育成に関する取り組みとしては、平均して
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月に1回以上の頻度で法人内での研修会・事例検討会・勉

強会等が開催され、8割強の法人で外部講師の活用も行わ

れていた。また、スーパービジョンに関しても平均して月

1回程度の頻度でさまざまな形態により行われており、職

員が法人外の研修会・学会等への参加しやすい環境となっ

ている法人も大半を占めることが示唆された。 

 またインタビュー調査の結果からは、調査協力者であっ

た人材確保や人材育成等に関わる代表者が感じている障

害福祉の魅力・やりがいが言語化された。対利用者の人生

に関わるという重みや使命感や責任感、関わりの中で生ま

れる変化や成長に対する喜び、関わる中で、自分自身の成

長や変化に出会うというということ、多様であるがゆえに

柔軟でクリエイティブな発想が求められるという面白さ

など、他の領域に比べても多様さ・個別性の大きな現場で

あるからこその魅力が多く語られていた。さらに、障害と

いう切り口から社会の問題に向き合えたり、社会を動かし

変えていく力ともなれるということなども、現状として、

社会的に変えていくべき課題や障壁の大きな領域ではあ

るからこそ、障害福祉の領域における大きな魅力ややりが

いとしても確認された。 

 

2.2 職業選択につながる「魅力」や人材確保のコンテン

ツの在り方に関する大学生へのインタビュー調査 

 進路選択にあたって重視する要素や障害福祉領域で働

く上での魅力ややりがいに関する分析結果から、障害福祉

領域も視野に入れながら就職活動を経験した大学生の感

じている障害福祉分野の進路決定につながった魅力やや

りがいの要素、進路決定において躊躇した要素が明らかに

なった。 

前年度に実施した先駆的な実践者へのインタビュー調

査を参照にした語りの中では、「多様で公式がないからこ

その面白みや深みがある」という要素に自身の実習やアル

バイト等での経験を重ねた語りが特に多くみられた。「自

由でクリエイティブな仕事である」という言葉には従来の

制度や枠組みを超えていくものとして従来の福祉のイメ

ージにはないような意外性に興味を示す者や、福祉業界へ

の疑問を感じている者の中には期待や共感を示す者もい

た。枠組みにとらわれない自由さも多分に兼ね備えている

ことは様々な可能性に魅力を感じる対象者がいる反面、

「こんなことまで仕事になるのかというところまで仕事

になる」「誰にでもできる」というメッセージは、専門的な

学びの価値や自分自身の価値に対して「自虐的」と感じう

るとの意見もあった。実践家に対する調査では、17カテゴ

リのうち 7 カテゴリと半数以上が利用者にもたらされる

ものに言及した内容であったが、大学生の視点での魅力に

関する部分では、利用者へもたらされるものとあわせて、

「利用者に力づけられる」「自分自身の成長や変化がある」

といった自分自身にもたらす変化や「社会を動かし変えて

いく力になれる」「障害者との関わりから社会の問題に向

き合える」といったよりマクロな視点での変化などに強い

関心をもち、共感したり実践者の話をより聞きたいと興味

を示している状況がうかがえた。 

対象者の自由な語りの中で抽出された要素としては、

「自分が楽しいと思えることがある」「自分がやりたいこ

とがある」「自分のやりたいことを理解してくれている」

「自分にしかできないものであること」「資格を活かした

働き方ができる」「大学での学びや経験を活かせる」など

の自分なりの興味関心・強みなどを発揮できる職場環境で

あるかは重要な要素であり、法人の考え方や意識・規模、

相談支援等をはじめとする入職後の配属や業務、効果的な

プログラムを実施、地域との関わり、法人の意思決定への

関与の可能性などをふまえて見極めている状況がうかが

える。あわせて、職員と利用者との関係性や職員の様子、

職員間の関係性、職場全体のチームワーク等の働く環境や

給料や待遇・サポート等の要素も多く挙げられており、こ

れらは躊躇した要因ともつながる部分であることから、や

りがいと合わせて働きやすさも重要な視点となっている

ことが推察される。 

山口らが昨年度全国の社会福祉領域等の大学 2・3 年生

に対して行った大規模調査4）では、障害福祉領域を希望

する学生が就職の際に大切にする条件として「給与や手当

の充実している職場」「職場・職員の雰囲気、人間関係の良

い職場」「働きがいのある職場」が多く選択されている項

目として挙げられていた。本研究の結果はこの結果に重な

るものである。 

次に進路選択にあたって魅力を感じるツールやコンテ

ンツの内容や方法に関する分析結果としては、就職活動の

ツールや機会とあわせて、大学とのつながりや実習やアル

バイト等とのつながりについても大きく語られていた。本

研究の調査対象者は、すべての対象者が社会福祉士の資格

取得を目指しており、インタビュー調査時点で社会福祉士

の相談援助実習をすべての対象者が経験しており、アルバ

イトの経験は全国平均よりも高く（2022 年度の 4 年生の

全国平均：71.0％5））、サークルの所属・加入の経験も高く

（2022年度の大学生の全国平均：58.4％5））、ボランティ

アの経験も非常に多い（4年生の全国平均：39.5％6））こ

とに特徴がある。実習での経験やアルバイトやサークル、

ボランティアなどに積極的に取り組んできた経験がその

先の進路選択にも大きく影響していることも推察される。 

就活サイトやアプリの活用においては、アプリのもつ強み

や特性（情報量、探しやすさ、使いやすさ等）をふまえて、

複数のアプリやサイトを使い分けながら情報収集をする

様子が語られていた。 

就職フェアや合同説明会への参加においては、手探りな

状況や就活前の段階での参加、就活の手軽な入口としての

参加も多く、「気軽さ」が重要になっているとの語りが多

くみられた。その点でオンラインでの実施についても工夫

の仕方によっては、気軽に参加でき多くの情報を得ること
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のできる有用な機会にもなりうると示唆される。WEBサ

イトやホームページ等については、就活サイトや就職フェ

アをはじめとする情報から、さらにその法人や施設の情報

を知るための手段として使われていることが語られてい

た。サイトに加えて SNS での発信も気軽にみられ興味を

もつきっかけとなり、特にTwitterでの情報はより法人の

中身が見えやすく手掛かりになるツールの一つとして挙

げられていた。 

さらに、施設説明会や施設見学、インターンは、直接的

により細かな情報を得るための手段として有用であり、職

場の雰囲気や身近な職員との話や職員同士の関係性、利用

者の様子などから、よりリアルな状況を知る機会となって

いることが語られていた。インターンについても自分の思

いとのギャップを見極める有用な機会になっていること

が語られていた。また、人事担当者とのやりとりは進路選

択をしていく上での安心感などにつながる大きな要素で

あることや、採用面接に関しても働くことへの思いを高め

る重要な要素となることが確認された。 

本研究で確認されたこれらの要素は、昨年度の先駆的な

実践を行う法人3）の障害福祉の魅力を発信していくため

の工夫や採用活動で大切にしている視点・工夫として語ら

れていた内容とも重なるものである。先駆的な実践を行う

法人の工夫や視点は就職活動を行う大学生にとっても働

きたいという思いを高めるものでもあることが示唆され

るとともに、本調査でさらに明らかになった大学生の視点

での様々なツールやコンテンツのもつ良さや課題点を今

後の障害福祉領域全体での魅力発信においてつなげてい

くことが重要と考える。 

 

3．他業種からの転職希望者など潜在的な福祉人材の確

保に関する研究 

ヒアリング結果から、福祉業界の働き方として、夜勤に

抵抗がある人がいるという現状が明らかになったが、一方

で、夜勤を好む職員もいること、特に若い世代でダブルワ

ークをしている人は「時間が有効に使える」等の理由で夜

勤に積極的であるケースが見られ、そういった層へのアプ

ローチが有効であることが示唆された。 

また、退職後のセカンドキャリアづくりのための研修や

支援制度が十分にない現状の中で、本研究で作成を試みて

いる研修用冊子「企業等からの転職者ガイド（仮）」は、企

業にとっても、そこに所属する社員にとっても有効なツー

ルとなるものと見られる。今後はこの冊子を完成させ、数

社でモデル研修を実施する予定である。 

他業種から福祉事業所に転職した者の多数が、福祉業界

への転職後に「やりがい」「休暇の取りやすさ・柔軟な働き

方ができること」を実感していることを明らかにしている。

福祉業界の実態を広く提示し、転職先の選択肢の一つとな

れば、定年後の孤独・孤立を防ぐための一助になりうると

考えられることから、福祉業界や福祉の考え方を理解する

ための冊子を作成・配布し、実際に福祉の仕事を体験して

もらう取り組みが必要であると考える。本研究で作成して

いる冊子がその一助となることが期待される。 

本研究は「障害福祉業界への転職」を促進することを主

な目的として行った。しかし、ヒアリング調査の結果、転

職を前提として研修などを行うことは企業側と社員側の

双方に抵抗があり、副業やボランティアといった「越境体

験」のほうが実行しやすいことが示された。初めから常勤

の正職員としての採用となるよりは、まずは副業やボラン

ティアなどでの体験を通したほうが、本人にとっても福祉

事業所にとっても適材適所のマッチングがしやすいなど、

メリットが大きいと考えられる。特に副業については、近

年解禁する企業が増え、副業を行った実例をつくることも

必要としているということであった。 

本研究では、当初は障害福祉業界への転職を促進するモ

デル研修の実施およびそのためのテキストづくりを成果

とすることを予定していたが、上記の結果・考察のとおり、

それではうまく目的が達成できない可能性が高いことが

明らかになった。今後必要とされるものの一つは、障害福

祉分野の実際を広く知ってもらうことを目的とした、啓発

のための資料作成が考えられる。専門職に限らず事務員や

運転手などの体験談をウェブ媒体で紹介するなど、アクセ

スしやすく関心を引く内容にすることで、これまで障害福

祉に関わりがなかった人と障害福祉業界の間にある壁を

取り払い、福祉人材の確保に貢献することができるのでは

ないか。 
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